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農畜産物輸出拡大施設整備事業
【４，３００百万円】

対策のポイント

「攻めの農林水産業」を実現するため、輸出の拡大や高品質・高付加価値化に資

する生産から流通までの強い農業づくりに必要な共同利用施設や卸売市場施設の

整備を支援します。

＜背景／課題＞

・ 農業の成長産業化を図るためには、農畜産物の輸出拡大や高品質・高付加価値化を

更に発展させていくことが効果的です。

・ このため、輸出先国の求める衛生条件等を満たすために必要な施設の整備等が必要

です。

政策目標

○農林水産物・食品の輸出額を拡大

（6,117億円（平成26年）→１兆円（平成32年の前倒しを目指す））

○青果物・花きの輸出額を150％増（平成32年（対平成24年比））

（160億円（平成24年）→400億円（平成32年）） 等

＜主な内容＞

１．輸出対応型施設等の整備

「攻めの農林水産業」の実現に向け、国産農畜産物の輸出促進の取組に必要となる輸

出対応型共同利用施設等の整備を支援します。

２．輸出促進に繋がる卸売市場の整備

生鮮食料品等の安定的な流通及び輸出促進を図るため、輸出先国が求める衛生基準等

を満たす施設や輸出先国までの一貫したコールドチェーンシステムの確保に資する施設

等の整備を支援します。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）

事業実施主体：都道府県、市町村、農業者の組織する団体、事業協同組合等

お問い合わせ先：

１の事業 生産局総務課生産推進室（０３－３５０２－５９４５）

２の事業 食料産業局食品流通課（０３－６７４４－２０５９）

［平成27年度補正予算の概要］
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１ 食料品アクセス環境改善対策事業

【８(９）百万円】

対策のポイント

食料品アクセス環境の改善に向け、食品流通業者と地域の関係者が一体とな

って継続的な取組が行える仕組み作りを支援します。

＜背景／課題＞

・近年、飲食料品店の減少、大型商業施設の郊外化等が進行した結果、過疎地域のみな

らず都市部においても、高齢者を中心に食料品の購入や飲食に不便や苦労を感じる消

費者が増加しており、食料品アクセス問題として社会的課題となっています。

・このため、食品流通業者と地域の関係者が一体となって食料品アクセス環境の改善に

向けた取組を行えるよう活動環境を整備する必要があります。

政策目標

○食料品の買い物が困難・不便な住民への対策を実施している市町村の割合を

維持する

（83.6％（平成26年度） → 85.0％（各年度））

※市町村アンケート調査で対策が必要と回答した市町村数に対する割合

＜主な内容＞

食品流通業者と市町村等の地域の関係者が連携して設置・運営する企画検討会が、当

該地域における食料品アクセス環境の改善に向けた方策を策定する取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：食料産業局食品流通課 (０３－３５０２－５７４１）］

［平成28年度予算の概要］
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食料品の購入や飲食に不便や苦労を感じている地域の環境を改善す
るため、食品流通業者と市町村等の地域の関係者が連携して、地域
の実態に応じた解決策の企画・検討に要する費用を支援します。

平成２８年度予算概算決定額： ８（９）百万円

食料品アクセス環境改善対策事業

課 題

年を取ると、遠くまで
買い物に行くのが大
変だなあ・・・

子供の世話が忙しくて、
遠くまで買い物に行く
暇がないわ・・・

取組内容

このような方が多く存在する地域において、以下の支援を実施します。

地域の食料品店の減少、
スーパーの撤退等

食品流通業者、市町村、
自治会、商工会、福祉
団体等と連携して地域
検討会を開催

農水省

補助

事業実施主体

食料品アクセス環境

問題の解消
移動販売

○食料品へのアクセスが困難な地域を複数選定し、
食品流通業者、地域の関係者等による企画検討
会を設置

○地域状況や地域の方々の要望をアンケート調査
等により把握

○食品流通業者と地域の関係者が連携した持続
的な取組の事業計画を策定 等

企画検討会

企画検討会

企画検討会
食料品アクセス問題に知見を持った
民間団体等が各地域検討会をコー
ディネート

宅配・配送サービス小型店舗の開設 4



２ 食品サプライチェーン強靱化総合対策事業
【１９（２３）百万円】

対策のポイント
首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模災害時においても、食品流通に

係る事業を継続もしくは早期に回復させることを目的とした食品産業事業者

等による連携・協力体制の構築を促進するための支援をします。

＜背景／課題＞

・国土強靱化基本計画及び同基本計画に基づくアクションプランでは、大規模災害時に

おいても円滑な食料供給を維持するため、食品産業事業者等による連携・協力体制の

構築割合を24％（平成24年度）から50％（平成29年度）まで高めることが目標とされ

ています。

・また、近い将来、首都直下地震や南海トラフ地震の発生が懸念されており、大規模災

害時においても国民に対する食料品の供給機能を維持するための食品サプライチェー

ンにおける連携・協力体制を構築しておくことが必要となっています。

政策目標

○災害対応時に係る食品産業事業者等における連携・協力体制の構築割合

（24％（平成24年度）→50％（平成29年度））

＜主な内容＞

食品産業事業者の立地状況等をまとめた食料産業ハザードマップを作成します。ハ

ザードマップを活用し、業界団体を通じた啓発・普及のためのセミナー及び事業者間

のマッチングの場を提供することにより、事業者間の新たな連携・協力体制構築の促

進を図る取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：食料産業局食品流通課（０３－３５０２－７６５９）］

［平成28年度予算の概要］
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３ 卸売市場施設整備対策
（強い農業づくり交付金の一部）

【強い農業づくり交付金 ２０,７８５（２３,０８５）百万円の内数】

対策のポイント
食料の安定的な供給体制等を確保するため、各卸売市場が経営展望に即し

て行う産地や実需者との連携、品質管理の高度化等に資する施設の整備を支
援します。

（背景／課題）
・「食料・農業・農村基本計画」において、生鮮食料品等の流通基盤である卸売市場が
直面する様々な課題に的確に対応し、その機能の更なる高度化を図るため、各市場
それぞれの立地条件や独自の強みを踏まえた経営戦略を確立し、産地や実需者との
連携を通じた魅力ある生産物の集荷・販売を推進するとされました。

・このことを踏まえ、各卸売市場において経営展望の策定、ビジネスモデルの確立を
推進し、それに即して、①目利き・コーディネート力を発揮した集荷の支援、ブラ
ンド化の支援等の産地との連携強化、②加工調製等の機能充実、輸出等も見据えた
コールドチェーンの確立やＨＡＣＣＰの考え方を採り入れた品質管理の高度化等の
川下ニーズへの的確な対応などを計画的に推進することにより、卸売市場としての
機能強化等に取り組むことが必要です。

政策目標
○１中央卸売市場当たりの取扱金額を８％増（平成32年度（対平成25年度比））
（585億円（平成25年度）→632億円（平成32年度））

＜内容＞

強い農業づくり交付金による支援
① 中央卸売市場施設整備の取組

中央卸売市場整備計画に即して計画的に実施する施設の改良、造成又は取得に対
し支援します。

② 地方卸売市場施設整備の取組
都道府県卸売市場整備計画に即して他の卸売市場との統合・連携や産地・実需者

との連携に取り組む地域拠点市場に必要な施設の整備に対し支援します。

③ 卸売市場再編促進施設整備の取組
中央卸売市場から地方卸売市場に転換した卸売市場が実施する施設の整備や他の

卸売市場との連携に係る共同集出荷施設の整備等に対し支援します。

④ 卸売市場活性化等に資する施設整備の取組
ＰＦＩ法の適用を受けて行う施設の整備や事業協同組合等が行う市場機能の強化

等に資する施設の整備に対し支援します。

⑤ 卸売市場耐震化施設整備の取組
今後危惧される大規模地震等に備え、既存卸売市場における耐震化のための施設

の整備に対し支援します。

交付率：定額（４／１０以内、１／３以内）
事業実施主体：地方公共団体、卸・仲卸業者等が組織する事業協同組合 等

［お問い合わせ先：食料産業局食品流通課 （０３－６７４４－２０５９）］

[平成28年度予算の概要]
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耐
震
化
の
た
め
の
施
設
の
整
備
に
対
し
支
援

【
平
成
28
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：２
０
，
７
８
５
（２
３
，
０
８
５
）百

万
円
の
内
数
】

２
．
事
業
概
要

３
．
支
援
内
容

１
．
整
備
内
容

○
コ
ー
ル
ド
チ
ェ
ー
ン
シ
ス
テ
ム
の
確
立
に
向
け
た
低
温
売
場

施
設
、
低
温
貯
蔵
保
管
施
設

○
実
需
者
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
対
応
す
る
た
め
の
加
工
処
理
高
度

化
施
設

○
大
ロ
ッ
ト
で
の
集
出
荷
に
対
応
す
る
た
め
の
買
荷
保
管
・
積

込
所
施
設
、
貯
蔵
保
管
施
設

等
の
整
備

２
．
事
業
実
施
主
体
等

事
業
実
施
主
体
：
地
方
公
共
団
体
、
卸
・
仲
卸
業
者
等
が
組
織

す
る
事
業
協
同
組
合
等

交
付
率
：
定
額
（
４
／
１
０
以
内
、
１
／
３
以
内
）

低
温
管
理
さ
れ
た
売
場
施
設

外
気
と
遮
断
さ
れ
た
買
荷
保
管
・
積
込
所
施
設
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４ 国際農産物等市場構想推進事業
【２００（６２）百万円】

対策のポイント
国際空港近辺における卸売市場の輸出拠点化を推進するため、青果物・花き等

について品質を保持してスピーディーに輸出する手法等の調査と拠点化構想の策

定を支援します。

＜背景／課題＞

・国際空港近辺の卸売市場においては、輸出に係る手続きの効率化、輸送日数の短縮、混載

による物流費抑制等の観点から、国産農林水産物の輸出促進の拠点となり、海外バイヤー

を呼び込むなど積極的に販路を広げていくことが期待されています。

・また、卸売市場からの輸出を促進するための環境整備として、輸出にも対応可能な品質管

理高度化設備の導入促進を図ることも必要です。

政策目標
○農林水産物・食品の輸出額を拡大

（6,117億円（平成26年）→１兆円（平成32年の前倒しを目指す））

○平成32年度までに１中央卸売市場当たりの取扱金額を平成25年度比８％増

（585億円（平成25年度）→632億円（平成32年度））

＜主な内容＞

１．国際農産物等市場推進計画策定 １８０（４２）百万円

国際空港近辺の卸売市場から国産農林水産物を輸出する構想（国際農産物等市場構想）

を実現し、輸出拠点化を推進するため、当該市場における海外バイヤーの買付け等の動

向を踏まえた国産農林水産物の輸出に向けた調査及び推進計画の策定を支援します。ま

た、輸出促進の取組をさらに推進するため、配送・在庫管理・トレーサビリティー等の

物流管理システムの構築等の実証調査を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

２．卸売市場輸出対応型品質管理高度化支援 ２０（２０）百万円

卸売業者又は仲卸業者等が、輸出にも対応可能なＨＡＣＣＰ対応等高度な品質管理機

能を有する低温管理設備等を市場内外の倉庫等にリース方式により設置する取組を支援

します。

補助率：１／２以内

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：食料産業局食品流通課 （０３－３５０２－８２３７）］

［平成28年度予算の概要］
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国
際
農
産
物
等
市
場
構
想
推
進
事
業

○
日
本
の
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額
目
標
で
あ
る
平
成
３
２
年
１
兆
円
を
前
倒
し
で
達
成
す
る
た
め
に
は
、
卸
売
市
場
を
活
用
す

る
こ
と
が
効
果
的
で
あ
り
重
要
。

○
特
に
、
国
際
空
港
近
辺
の
卸
売
市
場
に
お
い
て
は
、
輸
出
に
係
る
手
続
き
の
効
率
化
、
輸
送
日
数
の
短
縮
、
混
載
に
よ
る
物
流
費
抑

制
等
の
観
点
か
ら
、
国
産
農
林
水
産
物
の
輸
出
促
進
の
拠
点
（
国
際
農
産
物
等
市
場
）
と
な
り
、
海
外
バ
イ
ヤ
ー
を
呼
び
込
む
な
ど
積

極
的
に
販
路
を
広
げ
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

日
本
の
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額
を
拡
大
（
１兆
円
（
平
成
3
2
年
の
前
倒
し
を
目
指
す
）
）

【
国
際
農
産
物
等
市
場
の
イ
メ
ー
ジ
】

生
産
者

国
際
空
港

Ａ
国

Ｂ
国

生
産
者

生
産
者

国
際
空
港
近
辺
の
卸
売
市
場

・ ・ ・

輸 出

卸
売
業
者

（
仲
卸
業
者
等
）

Ａ
国
・Ｂ
国
等

の
バ
イ
ヤ
ー

検
疫
等
の
手
続
も
場
内
で
実
施

（
植
物
検
疫
に
つ
い
て
は
、
輸
出
者
の
要
請
に

応
じ
て
、
植
物
防
疫
官
を
派
遣
し
て
対
応
）

【
平
成
２
８
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：２
０
０
（
６
２
）
百
万
円
】

配
送
・
在
庫
管
理
・
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
ー
等
の

物
流
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築

混
載
に
よ
る
多
品
目
・
多
品
種
の
供
給

多
温
度
帯
コ
ン
テ
ナ
等
鮮
度
保
持
技
術
の
活
用

周
年
供
給
に
向
け
た
他
市
場
や
産
地
と
の
連
携

《拡
充
》

輸
出
手
続
き
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
化

の
実
証

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
な
る
国
、
購
買
層
、

有
望
な
農
産
物
等
の
選
定

海
外
バ
イ
ヤ
ー
を
呼
び
込
み
、
輸

出
の
実
現
に
向
け
た
意
向
調
査

国
際
空
港
近
辺
に
お
け
る
卸
売
市
場
の
輸
出
拠
点
化
を
推
進
す
る
た
め

の
フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
ー
調
査
等
を
支
援

卸
売
業
者
又
は
仲
卸
業
者
等
に
対
す
る
、
輸
出
に
も
対
応
可
能
な
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
対
応
等

の
低
温
管
理
設
備
等
の
設
置
支
援
（リ
ー
ス
方
式
）

支
援
対
象
と
な
る
事
業
内
容
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５ 福島発農産物等戦略的情報発信事業
【１，６０４（１，６０４）百万円（復興庁計上）】

対策のポイント
福島県産農林水産物等について、産地と連携しつつ出荷時期に合わせて戦

略的かつ効果的にＰＲを行うことにより、福島県産農林水産物等に対する正

しい理解を促進し、ブランド力を回復する事業を実施します。

＜背景／課題＞

・東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う風評被害が福島県産農林水産物全体に及ん

でおり、取引量の減少や取引価格の低下などを招いています。

・福島の農林漁業を再生するためには、福島県をはじめとする国内、さらには海外にお

いて、ブランド力を回復し、農林水産物の取引を活発化していかなくてはなりません

が、そのためには、総合的かつ戦略的なプロモーションが必要です。

政策目標

福島県産農林水産物等の価格、取引量を震災前と同程度に回復

＜主な内容＞

福島県産農林水産物等に対する正しい理解の促進により、国内外の市場におけるブラ

ンド力を回復し取引を活発化させるため、以下の取組を支援します。

１．メディアを活用したＰＲ活動等
テレビ、ＷＥＢ、新聞等を用いたＰＲ活動等の実施

２．生産地へのツアー
メディア関係者、バイヤー等の生産地への招へいと現場での取組の紹介

３．民間団体等へのＰＲ事業支援
福島県内の民間団体や市町村による、国内及び海外でのＰＲ事業の実施

４．各種ＰＲイベント等
キャラバン隊の派遣、量販店等におけるＰＲイベント等の実施

５．海外におけるＰＲ活動
海外における展示会等でのＰＲ活動等の実施

補助率：定額
事業実施主体：福島県

［お問い合わせ先：食料産業局食品流通課（０３－３５０２－７６５９）］

［平成28年度予算の概要］
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福
島
県
産
農
産
物
Ｐ
Ｒ
等
の
農
業
の
復
興
（福
島
発
農
産
物
等
戦
略
的
情
報
発
信
事
業
）

•
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
に
よ
る
福
島
県
産
農
産
物
等
の
取
引
量
の
減
少
、
取
引

価
格
の
低
下
。

•
こ
の
た
め
、
福
島
県
の
個
々
の
農
産
物
等
に
ス
ポ
ッ
ト
を
当
て
、
産
地
と
連
携
し
つ
つ
出
荷
時
期

に
合
わ
せ
て
、
戦
略
的
か
つ
効
果
的
に
訴
求
を
行
う
取
組
に
対
す
る
支
援
が
不
可
欠
。

○
福
島
県
産
農
林
水
産
物
等
の
ブ
ラ
ン
ド
力
を
回
復
し
、

取
引
を
活
発
化

○
産
地
と
連
携
し
つ
つ
出
荷
時
期
に
合
わ
せ
て
戦
略
的

か
つ
効
果
的
な
Ｐ
Ｒ

福
島
県
の
農
林
漁
業
の
再
生
に
寄
与

福
島
県
が
主
体
と
な
り
、
メ
デ
ィ
ア
や
バ
イ
ヤ
ー
等
の
理
解
を
促
進
す
る
取
組
を
柔
軟
か
つ
迅
速
に
実
施

【
平
成
２
８
年
度
予
算
概
算
決
定
額
１
，
６
０
４
（
１
，
６
０
４
）
百
万
円
（
復
興
庁
計
上
）
】

補
助
率
：
定
額

事
業
実
施
主
体
：
福
島
県

○
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
た
Ｐ
Ｒ
活
動
等

・
テ
レ
ビ
、
新
聞
等
を
用
い
た
Ｐ
Ｒ

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
情
報
発
信

・
メ
デ
ィ
ア
関
係
者
向
け
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

・
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
発
信
研
究
会
の
開
催

等

○
メ
デ
ィ
ア
関
係
者
、
バ
イ
ヤ
ー
等
の
産
地
へ

の
ツ
ア
ー

○
民
間
団
体
・
市
町
村
へ
の
Ｐ
Ｒ
事
業
支
援

○
各
種
Ｐ
Ｒ
イ
ベ
ン
ト
等

・
全
国
へ
の
キ
ャ
ラ
バ
ン
隊
の
派
遣

・
量
販
店
等
に
お
け
る
Ｐ
Ｒ
イ
ベ
ン
ト
等

○
海
外
に
お
け
る
Ｐ
Ｒ
活
動
等

・
海
外
展
示
会
等
で
の
Ｐ
Ｒ
等

テ
レ
ビ
に
よ
る
Ｐ
Ｒ

福
島
県
知
事
の
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス

海
外
展
示
会
等
で
の
Ｐ
Ｒ

メ
デ
ィ
ア
ツ
ア
ー
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